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(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流　動　資　産 11,458,967 流　動　負　債 1,358,390

現 金 及 び 預 金 4,436,698 未 払 金 831,867
売 掛 金 806,496 未 払 費 用 16,163
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 81 未 払 法 人 税 等 174,882
前 払 費 用 2,355 未 払 消 費 税 335,477

未 収 入 金 69

立 替 金 1,879 負 債 合 計 1,358,390
関 係 会 社 預 け 金 6,211,386

（純資産の部）
固　定　資　産 70,625 株　主　資　本 10,171,202
 有 形 固 定 資 産 21 資 本 金 100,000

工具、器具及び備品 21
資 本 剰 余 金 7,052,207

 無 形 固 定 資 産 7,379 その他資本剰余金 7,052,207
ソ フ ト ウ ェ ア 2,332
電 話 加 入 権 5,047 利 益 剰 余 金 3,018,994

利 益 準 備 金 192,900
 投 資 そ の 他 の 資 産 63,224 その他利益剰余金 2,826,904

出 資 金 2,500 繰越利益剰余金 2,826,904
繰 延 税 金 資 産 40,674

保 証 金 20,050

純 資 産 合 計 10,171,202

資 産 合 計 11,529,592 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,529,592
(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

   〔 2020年３月31日現在 〕

貸借対照表
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(単位：千円)

Ⅰ 4,403,347
Ⅱ 577,613

3,825,734

Ⅲ 96,478
3,729,256

Ⅳ
6,222

150

753 7,126
Ⅴ

258 258
3,736,123

Ⅵ -
Ⅶ -

3,736,123
1,015,143

30,121
2,690,858

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

固 定 資 産 除 却 損

特 別 損 失

損益計算書

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

科　　　目 金　　　額

売 上 原 価
売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

そ の 他

経 常 利 益
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個  別  注  記  表  

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

 そ の 他 有 価 証 券 

 時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品、製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

② 貯蔵品  

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

 

（3）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法による償却 

なお、主な耐用年数については、以下のとおりであります。 

 

 

 

② 無形固定資産 

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

 

 

（4）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消

費税等につきましては、全額費用として処理しております。 

 

（5）連結納税制度の適用 

セガサミーホールディングス株式会社を連結親法人とした連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

 

 

 

工具器具および備品     1～20年 


